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I ．研究の背景と課題の設定
１．研究目的
　本研究の目的は、外国人保護者への保育支援において、家庭的保育事業活用の可能性を検討することである。
外国人登録者数の増加と定住化の進行に伴い、外国人の子育て家庭が抱える問題も多様化している。外国人保
護者の場合、一般的な子育て不安に加えて言葉や文化の壁に直面する。また、地域コミュニティとのつながり
が希薄な状態に置かれ、子育て支援サービスにアクセスできないことも多く、必要な子育て支援サービスにつ
ながりにくい。外国人の子育て問題に関する調査や研究が実施され、彼らへの個別支援の必要性が認識されて
きたものの、知見の蓄積や実践が十分に行われているとはいい難い。
　一方で、政府が少子化対策及び待機児童対策の一環として拡充を進めている家庭的保育事業は、小規模保育
の特性を活かした細やかなケアを提供できる点が、利用者から評価されている（仲本ら　2011）。丁寧な個別
対応が子ども、親それぞれに対して効果的な役割を果たしていることが、障害児の家庭的保育事業利用事例で
も見出された（横畑ら　2013）。外国人保護者やその子どもも、障害児養育家庭と同様に、それぞれの生活背
景や能力が異なり、多様なニーズを抱えている。この状況から、多文化子育て家庭への支援においても、細や
かな対応がなされやすい家庭的保育事業の活用を検討することは意義があると思われる。そこで本研究では、
外国人の子育て家庭と彼らに対する保育支援の現状を概観した上で、外国人保護者に対するインタビューを踏
まえ、外国人の子育て家庭における家庭的保育事業活用の可能性を検討していく。
　外国人の子育て家庭、特に乳幼児養育家庭の詳細に関する統計、そして家庭的保育事業における外国人家族
の利用状況に関する統計は現在存在しない。また、平成 24年度において家庭的保育事業を実施しているのは
全国で 104自治体、利用している子どもの数は 4,672名と非常に少ない。そこで本研究では、家庭的保育事業
を利用した外国人保護者の事例を通して、家庭的保育事業の特性を活かした支援が、外国人保護者のニーズに
どのように対応し得るかを検討する。
　日本における外国人家族、あるいは外国にルーツをもつ家族については、「移民家族」「移動する家族」「在
住外国人」「滞日外国人」等が用いられてきた。本研究では、外国籍の家族成員、そして国籍は日本だが親は
外国で生まれ育っているなど、外国に何らかのルーツをもつ家族成員で、小学校入学前の乳幼児を養育する家
庭を「外国人子育て家庭」と称する。また、児童福祉法では保育者は「家庭的保育者」と称するが、調査を行
った自治体では家庭的保育者を「保育ママ」と称するため、該当部分においては「保育ママ」を用いる。
２．外国人子育て家庭の概況
　日本における平成 24年度末の外国人登録者数は 203万 8,159人で、日本の総人口の 1.6％を占める。1980年
代前半には飲食店や風俗産業に従事するフィリピン人女性が、そして 1990年代には日系ブラジル人、日系ペ
ルー人等が労働者として多く来日した。彼らの中には滞在期間の長期化に伴い、家族を形成する者も増えてい
った。国際結婚数は増加の一途を辿り、平成 23年度の国際結婚数は２万 5,934組で全婚姻数の約 4.55％であ
る（国立社会保障・人口問題研究所　2013）。妻が外国人、夫が日本人の婚姻は約 7割で、子育ての主たる担
い手が外国人となる。保育や教育の現場で外国人家族に出会うのは、もはや珍しいことではない。
　外国人の子育て家庭は、貧困や家族問題を抱えるリスクが日本人よりも高いことが統計に示されている。平
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成 23年度における外国人の生活保護受給世帯数は総受給世帯の約 3％で、日本人世帯比（1.6％）よりも高い。
生活保護を受給している外国人母子世帯全体の 45.4％をフィリピン人が占め、さらにフィリピン人受給世帯の
74％は母子世帯が占めるなど、（厚生労働省　2013b）有子世帯でも特定の世帯や国籍出身者への偏りがみられ
る。また、厚生労働省（2013c）の統計によれば、平成 24年度における母子生活支援施設の新規入所者の 11.9
％は外国人女性で、平成 23年度における日本語指導を要する児童数は 2万 8,511人となるなど（文部科学省
　2011）、外国人の子育て家庭は経済的な問題のみならず、家族問題や教育問題等を複合的に抱えている。
　貧困や家族問題を抱える家庭に限らず、外国人の子育て家庭の多くは異国での出産・子育ての経験に伴う様々
な不安やストレスを経験する。乳幼児期においては、李（1998）により外国人母の異常分娩率、乳児死亡率、
妊産婦死亡率が高いことが指摘されて以降、近年もニューカマーの乳児死亡率、妊産婦死亡率、死産率は、依
然として日本人の 2倍を維持している（歌川ら　2008）。出産や子育ては文化や習慣の違いが現れやすいが、
先行研究では分娩方法や場所、食事その他の価値観の違い（高橋ら　2007）、腹帯の使用や妊婦、新生児の食
事の違い等がストレスやジレンマとなることが明らかにされている（鶴岡　2008）。外国人の妊産婦は公的サ
ービスの活用が容易ではなく（狩野　2004）、行政窓口で子どものような扱いや早口での対応といったストレ
スを感じる経験も有していることも明らかにされている（堀田　2008）。また、保健師も外国人の子育て家庭の
妊娠・出産・予防接種、虐待等の支援において困った経験を持っていることが指摘されている（橋本ら　2010）。
　『保育の国際化に関する調査研究報告書─平成 20年度─』（日本保育協会　2008）によれば、調査対象 253
箇所のうち約５割の保育所で外国籍児童の保育所利用が把握されているが、外国人児童の保育に関するガイド
ラインがあるのは 103自治体のうち２自治体で、７割の保育所は外国人の子育て家庭の支援に関する研修を行
っていない。外国人支援団体等と連携をしているのは 35.4％、通訳の活用は 27.9％となり、外国語の保育マニ
ュアル等を整備している保育所は 25.2％に留まるなど、支援体制には差がみられる。
　外国人保護者は、保育園の内容、子どもが日本語や文化を習得できた点、保育者の子どもや保護者との接し
方等について高く評価しており、全般的には保育者に対して強い信頼を寄せている（2008　上野ら）。保育者へ
の評価のほか、園生活を通じて同じ年頃の子どもと遊ぶ機会が持てたこと、自分自身に時間が持てるようにな
ったこと、日本のしつけについて学べたことも保育所の利点と捉えている（多文化子育てネットワーク　
2012）。一方で、外国人保護者は保育園とのやり取りや保育園の文化や行事の理解、そして親としてすべきと
される様々な対応において苦慮することが多い。会話やひらがなでの意思疎通は可能だが漢字が読めない保護者
もおり、特に母国が非漢字圏の母親の場合、保育園で使用される日本語が理解できないこともある。連絡ノートの
記入や書類の読解が困難ゆえに、保育園との情報交換がうまくいかないといった困難も生じる（富谷ら　2011）。
また、園の行事に伴い親が様々なものを準備しなくてはならないなど、日本に特有な親の役割の遂行は外国人
の保護者にとっては負担が大きく、入園前から通園中に至るまで、すべきことが多く困っているといった声も
挙げられている（富谷ら　2011；多文化子育てネットワーク　2012）。保育者からは、日々の意思疎通、書類
のやり取り、子どもの成長への影響などの心配、食習慣や文化の違いのなかで保育を行う難しさ、コミュニケ
ーションがうまくとれないことによるトラブルや緊急時の対応への不安、通訳や保育士の不足等が課題として
挙げられている。
　濱村ら（2004）による、外国人の子育て家庭の母親を対象としたアンケートからは、母親の育児ストレス値
は日本人よりも低いことが示されている。ゆえに、外国人であれば必ず日本人以上の育児ストレスを抱えてい
るとは断言できない。だが、母親はあきらめたり我慢したりすることで育児ストレスや悩みに対処しているこ
とも示されており、（ユン　2004）自ら社会資源を求める傾向は弱いか、あるいは求める事を促す環境が未整
備であるといえる。多文化子育て家庭の母親の相談相手は友人が多く、公的サービスよりも夫や母国コミュニ
ティからのサポートに依存している（川田　2012；高橋ら　2007）。こうしたサポートが精神的健康度を左右
している（今村ら　2004；鶴岡　2008；池上　2011）ことからも、インフォーマルサポートは外国人の子育て
家庭にとって重要な意味を持つ。しかし、インフォーマルサポートネットワークが機能しない状況が生じた時、
代替のサポートがないことの危うさもはらんでいる。外国人の保護者が必ずしも公的サービスを積極的に求め
る状態にない現状で、支援者側が如何に保護者のネットワークに近い位置で支援できるかが重要になるであろう。
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３．家庭的保育事業の概要
　家庭的保育事業については、外国人の利用状況に関する統計等は存在しない段階にある。ここでは、まず家
庭的保育事業の概要を整理する。図１に、家庭的保育事業の運用システムを示した。
図 1　家庭的保育事業のシステム
　家庭的保育事業は、保育士又は看護師の有資格者など一定の条件を満たした、一般には「保育ママ」とも呼
ばれる保育者が保育所と連携しながら居宅等、家庭的な環境で少人数の乳幼児の保育を行う小規模・在宅保育
である。平成 12年度に国の補助事業に位置づけられ、平成 22年 4月に改正児童福祉法にて法定化された。同
年に示された「『子ども・子育て新システム』の基本的方向」でも家庭的保育事業を含む小規模保育サービス
を推進する方針が打ち出され、実施自治体数、家庭的保育者数、及び利用児童数は徐々に増加した。現政府は、
平成 24年 8月に成立した子ども・子育て関連３法（「子ども・子育て支援法」、「認定こども園法の一部改正法」、
「子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」）に基
づく「子ども・子育て支援新制度」において、待機児童の解消の推進に向け、保育の量的拡大・確保を図ると
しており、「子ども・子育て支援新制度」において創設した「地域型保育給付事業」、そして平成 29 年度末ま
でに待機児童の解消をめざすとした平成 25 年策定の「待機児童解消加速化プラン」でも、家庭的保育事業を
始めとする小規模保育の拡充を目指している。
　家庭的保育事業の利点は、少人数の乳幼児に対して少人数の保育者が家庭的環境で保育を行う点である（仲
本ら　2011）。保育者に対する子どもの数が少ない分、親が保育者から個別アドバイスを得やすい、集団的環
境になじまない子どもへの「慣らし保育」として利用できる、他の子からの病気の感染の心配が少ない、そし
て自宅からの距離が近い等が利用した親の声として挙げられている（南野　2012）。家庭的保育者は、自身の
子育てを終えた人、かつて保育所や幼稚園に勤めていた有資格者等が多く、40代、50代の比較的年齢の高い
保育者が多い。この実情も、保育者がよきアドバイザーとなりやすい要素となるであろう。また、地域の特性
に応じた事業の運用が可能な点も個別ニーズに対応しやすいといえる。
　しかし家庭的保育事業は、必ずしもすべての保育者が保育士資格保持者ではなく、保育者の要件等は自治体
によって異なる。そのため、保育の質は個人の力量に依存することになり、保育の質の確保が困難となり得る
こと、そして保育者の居宅、あるいはマンションの一室などで保育が行われるゆえに密室保育となり、問題が
生じても第三者に発見されにくい可能性があること等も懸念されている。また、個人あるいは少人数での勤務
- -
Hosei University Repository
180 
となるために、保育者が休みをとりにくく負担が高くなりがちであること、そして国からの補助や制度の認知
が不十分であるといった課題も残る。
　デンマーク・スウェーデン・フランス・ニュージーランド・カナダ・アメリカ等諸外国でも家庭的保育は
保育サービスの一形態として重要な役割を担ってきた（汐見　2005）。中でも小規模保育の長い歴史をもつイ
ギリスのチャイルドマインダーは、イギリス政府下にある教育標準化局（OFSTED:The Ofﬁce for Standards in 
Education/CSSIW:Care and Social Services Inspectorate Wales）が国家標準の制定や登録審査、評価等を行い、政
府が運用に携わる保育サービスとして活用されている。イギリスのチャイルドマインダー協会は、障害児、
難民、10 代の母などの支援を要する家族への支援としての役割を果たすことをチャイルドマインダーの意義
の一つとしている。日本における家庭的保育事業は、イギリスのように外国人の子育て家庭支援の方策とし
て活用することは可能なのだろうか。以下、家庭的保育者（保育ママ）へと利用した外国人保護者へのイン
タビューを通して、外国人の子育て家庭に対する支援の可能性を検討する。
II．調査概要と結果
１．調査の概要
　平成 25年 X月、A市の保育課家庭的保育係より紹介を受けた保育ママ H氏、そして中国籍の母親 Pさんに
対する半構造化インタビューを実施した。A市は東京都心への通勤可能圏内に位置する自治体で、家庭的保育
事業を平成 13年度より実施している。保育ママの一人である H氏（40歳）は、一戸建ての自宅で子どもの保
育を行っており、以前に H氏に子どもを預けた中国人の家族が Pさんに H氏を紹介し、Pさんの子ども、O
ちゃんの保育を行うようになった。
　Ｈ氏、Ｐさんに対しては事前にインタビュー項目を送付したうえで、半構造化面接を行った。Ｐさんに対す
るインタビューでは、①保育ママを選んだ理由、保育所を選ばなかった理由、②Ｏちゃんの保育において保育
ママからの配慮で助かったことや良かったこと、③親に対する関わりとして保育ママからの配慮で助かったこ
とや良かったこと、④ Pさんが外国人であるゆえの日本の保育に対する不安、⑤外国人の子育て家庭にとっ
て保育園と保育ママのメリットとデメリット、についてたずねた。Ｈ氏へのインタビューでは、①Ｏちゃんの
保育における保育ママとしての配慮、②外国人保護者であるＰさんに対する配慮、③Ｏちゃんの保育やＰさん
との関わりでの難しさ、④外国人の子育て家庭にとっての保育園と保育ママのメリットとデメリット、につい
てたずねた。
【倫理的配慮】
　調査を行うにあたり、Ａ市の保育課家庭的保育係に調査依頼を行い、趣旨や方法を説明したうえで、H氏、
Pさんに対する調査の承認を得た。Ｈ氏には書面にて依頼を行い、Ｈ氏を介して Pさんに依頼を行った。H氏、
Pさんには調査の趣旨と方法を説明し、個人情報を遵守する旨を誓約した。事例の記述では個人名が特定され
る事がないように記載し、内容の掲載については論文作成後、Pさん、 Ｈ氏それぞれに対し内容を提示し、発
表の了承を得た。
２．インタビュー結果
【利用者Pさん】
　Pさんは来日 12年目の中国籍の女性であり、中国籍の夫と、長女の Oちゃんとともに A市に居住している。
家庭的保育事業の利用は Oちゃんが 1歳 7ヶ月から 3歳までの間であった。Pさんが家庭的保育事業を利用す
ることにしたのにはいくつか理由がある。まず、保育園は人数が多いので子どもが保育者と話をするチャンス
が少ないと思われたことである。Pさん夫婦の母語は中国語で、家庭では中国語を使うことが多い。そのため、
Pさんは保育の場では Oちゃんが日本語をたくさん話せる場所のほうがいいと考えていた。また、Oちゃんの
年齢がまだ小さく初めての保育なので、丁寧に見てくれるほうがよいという点も決め手となった。そこでかつ
て H氏の保育を利用していた同じ中国籍の友人から H氏の紹介を受けた。
　Pさんが家庭的保育事業を利用して感じた利点は、家庭的保育事業では「家→家庭的保育（少人数）→集団」
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という段階を踏むことができる点であった。中国は一人っ子政策のため、家では一人で過ごし、小学校でいき
なり集団になる。家庭的保育の利用を通じて、子どもの生活が少しずつ集団になっていくことができた。Oち
ゃんは Pさんにとって初めての子どもで、育て方がわからない時もあったが、H氏に頻繁に相談することがで
きた。Pさんは日本の大学に入学以降日本で生活しているため、日本の子どもの世界や育て方がよくわからず、
子どもがどのようななしつけを受けながら成長していくのか判断が難しいことがあった。Oちゃんは H氏の
保育を通じて日本の文化や習慣、言葉を身につけており、Pさんは Oちゃんの家での言動から「日本ではこう
いうことをしつけで教えるのだな」と学ぶことが多くあった。家庭的保育事業は少人数保育なので、日本語も
早く覚えることができた。Pさんも子どもとともに成長し、言葉を覚えていった。連絡帳もとても助かってお
り、毎日、Oちゃんのその日の様子や保育でした事を教えてもらうことで、Pさんが色々と学ぶことができた。
　日本の保育に対する不安について、文化や習慣の違いに戸惑うこともあった。例として、日本の保育所は寒
くても薄着を奨励することがあり、冷水を飲むことも一般的だが、中国ではそうしたことはなく、中国に暮ら
す Pさんの親が心配していた。また、中国では幼少時から勉強を熱心に教えるが、日本の保育所は遊びが多
いように感じるので、両方の中間ぐらいがちょうどいいと思うこともある。
　Pさんは H氏を「おばちゃん」と呼ぶ。色々な質問が出来る人で、日本の姉のような存在であるという。家
庭的保育事業の利用中も頼りにしていたが、利用が終了した現在でも頼れる存在であり、家族で付き合いを続
けている。
【保育ママのH氏】
　H氏は、Oちゃんの預かりを行う前に別の中国人家族の子どもを保育しており、その家族が H氏を Pさん
に紹介したことがきっかけで、Oちゃんの保育をすることになった。
　Pさんは子どもが大勢の保育所への不安を口にしていた。Oちゃんは家では両親が中国語を使っており、中
国語を理解している一方で日本語も理解できていたため、H氏との日本語のコミュニケーションに問題は無か
った。Oちゃんの保育と同時期に別の日本人の子どもの保育も行っていたが、その子どもと Oちゃんは日本
語で話し、仲良く過ごすことができていた。そのため、子ども同士の関係について特別な配慮を要することは
なかった。Oちゃんに対しても日本人の子どもと同様に保育を行い、外国人だからという理由で特別な関わり
をすることはなかった。
　保護者である Pさんとの関わりで行った配慮は言葉の伝え方だった。中国語の単語の本を使い、子育てに
関連する言葉を本の中の言葉を指し示しながら、Pさんや Pさんの夫に伝えた。あいさつや単語なども自国語
で言ってもらえるとうれしいだろうなという気持ちから、日本語と共に中国語も本を見ながら使うようにした。
また、風習に関連する行事について話す時には、一方的にならないよう中国での同様の風習についても話を聞
くようにした。Pさんの夫が送り迎えをすることが多かったが、Pさんの夫は最初あまり日本語が話せなかった。
Pさんの夫が迎えに来た時には、Pさんの夫にわかりやすいようにその日の様子を伝え、その上で別途 Pさん
にも電話で同じ事を伝えた。日本語がわからないからといって Pさんの夫を通り越して Pさんとだけ話をす
ることのないように心がけていた。全般的には特別扱いをすることはなかったが、もし自分が海外にいて、頼
ることができる人も少なく生活習慣が違う場にいた時にどうしてほしいかを考えるようにして、相手の生活や
文化全体への配慮はするようにしていたように思う。保育を通じた関係が終了した後も、Pさん家に招かれて
食事を共にしている。
Ⅲ .　考　察
　保育所における外国人保護者のニーズや保育の利点に関する調査研究、および今回のインタビュー調査の内
容分析から、「外国人保護者として保育に期待したこと」「多文化子育てを行う上で評価した保育内容」「日本
の保育に関連する心配ごと」において、多文化の保護者たちのニーズが現れることが認識された。以下、上記
の３項目を中心に、保育所での集団保育と家庭的保育事業それぞれについて検討していく。表１は、先行文献
にてみられた保育所における集団保育、そしてインタビュー調査で得られた家庭的保育事業における保育への
期待、評価した保育内容、保育における心配ごとを整理したものである。
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１．外国人保護者として保育に期待したこと
　外国人保護者は、日本の子育て文化、日本語、子育てそのもの、しつけを学びたいという気持ちがあり、こ
れらは保育所用、家庭的保育事業いずれの利用に関わらず外国人保護者として抱える共通するニーズである。
　　　　　　　　　　　　　　　　表１　外国人保護者のニーズと保育支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（筆者作成）
　先行研究では、保育所を利用する外国人保護者が保育者に相談した内容は、「各種書類の読み方、日本の習
慣について」「行政制度」「しつけのこと」「我が子の発達の遅れ」「病気やケガの相談」等である（日本保育協
会　2008）。そのほか、子どもが差別を受けるのではないかといったことに悩み、母国語での対応や保育士と
の相談の場の提供等を希望している（濱田ら　2009）。発達や怪我への対応は外国人保護者特有の悩みとは言
いきれないが、習慣や制度の理解、差別への不安は外国人特有のものである。また、育児におけるサポートが
少なくなりがちな外国人保護者の実情が他の保護者との交流や相談の場を保育所に求めることから窺えた。
　家庭的保育事業を利用した Pさんの子育て不安は①子育て文化の違いへの不安（「大学から日本なので子育
ての方法はよくわからない」）、そして②子どもの適応への不安（「両親が中国語であることへの不安、少人数
が良いと思っていた」）である。子どもの育て方という子育て家庭に共通する不安に加え、文化的な違いへの
不安、外国人であることが子育ちに影響を与えるのではないかという不安は保育所を利用する保護者と同様、
外国人特有の不安として捉えることができる。しかし、保育者との会話量が多いと考えて家庭的保育事業を選
択した点に、集団保育とは異なる意義を見出しているといえる。保育所、家庭的保育事業共に保護者が自分の
ニーズに合わせて適切と思われる保育形態を選んでいる可能性が示唆された。
２．評価した保育内容
　前述したように、外国人保護者は保育園の行事の内容、子どもが日本語や文化を習得できた点等を保育所の
利点として捉えている。保育者の子どもや保護者とのコミュニケーションのとり方、苦情への対応や平等な接
し方等についても高く評価しており、保育者に対して信頼を寄せている（高橋ら　2007；2008　上野ら）ほか、
する
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園での生活を通じて同じ年頃の子どもと遊ぶ機会が持てたこと、保護者自身に時間が持てるようになったこと、
日本のしつけについて学べたことなども保育所の利点として認識している（多文化子育てネットワーク　
2012）。保育所は経験豊かな保育者が若い保育者を育てながら共同で保育を行う事が可能であり、その環境が
保育の質を担保している（松田　2011）。そうした環境が豊かな保育活動や行事プログラムの実施を可能とし
ており、その点を評価しているとみることができる。家庭的保育事業で Pさんは、①Ｏちゃんが集団生活へ
の段階を踏むことができた、②関係的な距離が近いのでＨ氏にいつでも相談できた、③子どもを丁寧にみても
らえた等を利点として挙げている。Pさんは、出身国が一人っ子政策をとっているために家庭では他に子ども
がいない環境にあり、急に集団生活に入っていくことに対する不安を抱いていた。Pさんの不安は、母国での
子育て環境に影響を受けており、家庭的保育事業の形態が Pさんの不安や心配を段階的に解消させていった。
家庭的保育事業を利用した日本人の保護者も、最初に少人数集団の経験を経て保育所の集団保育に移行できた
事を利点としてあげており（仲本ら　2011）、子どもの成長や状況に応じた集団体験を経験させることができ
る家庭的保育事業固有の利点が、外国人保護者のニーズにも対応し得た例といえよう。
　集団保育、家庭的保育事業両方において、他の子どもたちとの関わり、日本語の習得、日本のしつけをして
もらい、かつ教えてもらえたという点は共通している。さらに保育ママの H氏は、日本の文化的要素を含む
しつけについて教えてくれるだけでなく、日本文化についての知識習得において Pさんの母国の文化にも触
れながら細やかな説明をしてくれる指導者として語られていた。Pさんは、H氏の説明を受けることで異文化
での子育て不安が軽減し、かつ子どもの異文化適応のプロセスと自身の親としての成長を確認し、自信を経験
する場となったことも窺えた。
３．日本の保育に関連する心配ごと
　保育所を利用した外国人保護者を対象とした調査では、「裸足保育・薄着」「いじめ」「親同士の付き合い」
などが気がかりな点として挙げられた（多文化子育てネットワーク　2012）。「裸足保育・薄着」は日本人が感
じている以上に外国人にとっては戸惑うものであり、日本の保育文化や方法に関する情報提供や丁寧な説明が
必要となるといえよう。また、「いじめや差別」については、子どもの集団適応という心配だけではなく、親
自身も「親同士のつきあい」という、自分が親という集団に適応できるのかについて心配していることが反映
されている。
　「母語や母国文化の喪失」について、外国人の保護者は、子どもが日本文化を習得することを期待し、かつ
喜ばしく思う一方で、母国文化の維持や継承が困難となることのジレンマを感じる（鶴岡　2008）。しかし、
集団保育では多文化をテーマとした活動を実施している保育所は少なく、母国文化を尊重した保育を提供する
環境には至っていない。おそらく、待機児童が常に存在する中で定員が常に一杯である上に、地域子育て支援
事業の実施、さらには特別なニーズを抱える子どもの受け入れも当たり前となっている保育所で、多文化に関
するプログラムを準備する事も難しいと思われる。その点において、H氏が Pさん夫婦に対して行っていた、
家族が持つ自国に対する誇りの尊重を重視した、言語への配慮、母国の尊重、文化の違いに対する説明等は、
家庭的保育事業ゆえに行うことができたともいえる
　しかし、Pさんは「私は H氏で良かったけど家庭的保育事業が良いかどうかは人（利用者、保育者それぞれ）
によると思います」とも語っている。本事例は、H氏の保育を利用するきっかけが同じ出身国の母親からの情
報であったゆえに、マッチングの問題は生じなかった。しかし、外国人保護者の子育て家庭の受け入れが初め
てであったり、家庭的保育者としての経験が浅かったりする保育者であった場合、保育者と保護者や子どもと
の間で、文化の摩擦やコミュニケーションの齟齬の問題が生じる可能性は否めない。集団保育に比べて個人の
力量に依存しており、第三者の目が届きにくい形態である家庭的保育事業の現状を考えると、家庭的保育事業
のコーディネートを行う立場にある自治体が、両者のマッチングや実施後の関係調整を十分に留意する必要が
あろう。
４．多文化子育て家庭の保育支援における家庭的保育事業の意義
　外国人保護者の保育ニーズは、母国の社会背景や文化によっても多様であり、家庭的保育事業は、多文化子
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育て家庭の個々の不安や期待に沿うことができる側面を持つ保育として捉え得ることが示唆された。しかし、
集団保育、家庭的保育事業それぞれが、互いの保育形態では満たしにくいニーズに対応していることも同時に
示され、家庭的保育事業が集団保育に比較して絶対的に有効な形態であるとは言い難い。例えば、「子どもが
日本文化や言葉を学ぶ場となってほしい」という共通のニーズに対して、集団保育を利用した外国人保護者は
子ども同士、親同士の交流を重視し、家庭的保育事業を利用した外国人保護者は保育者と会話を交わす時間の
多さを重視するなど、保護者は個々の価値観があり、それに対して集団保育、家庭的保育事業が異なる方法で
そのニーズに応えている。
　行事を経験する場を得たり、行事を通じた子どもや大人の交流が促進されたりすることで日本文化、言葉を
習得できるといった集団保育ゆえに得られる支援もあれば、言葉の壁への配慮やサポート、日本では疑問視さ
れない習慣、母国に対するアイデンティティへの気配りなど、多文化子育て家庭が抱える特有のニーズに合わ
せて関わりを調整しやすい家庭的保育事業において可能な支援もある。ただ、少なくとも日本人の子どもと同
じ集団での保育では満たしづらいニーズや不安を抱えている家族がおり、そのニーズは保育所の集団保育にお
いて個別ケアを行うよりも、家庭的保育事業の特性を活かした保育支援を行うことによって満たされる場合が
多いと思われる。重要なのは、ニーズに沿った選択肢が用意されることであろう。現状では家庭的保育は保育
の補完として扱われている。今後は補完としての事業ではなく個々のニーズに対応しうる保育として選択でき
るような体制づくりが重要である。
　家庭的保育事業の課題は、保育の質の確保であり、外国人保護者の保育支援においても、彼らのニーズを踏
まえた保育を実施できる知識や技術を有する保育者が求められる。社会的養護における専門里親制度は、一般
的な社会的養護を必要とする子どもを養育する養育里親とは別に、被虐待経験等による深刻な発達上の課題を
抱えた子どもや障害児を、一定の要件を満たした里親が養育する制度である。専門里親制度のように、特に個
別的な関わりを要する子育て家庭に外国人保護者の子育て家庭を位置づけ、通常の保育者とは別の基準を満た
した保育者を用意することも将来的に検討すべきと考える。専門里親制度では、通常の養育里親より委託料が
加算されているが、家庭的保育事業は現在のところそのような措置は存在しない。障害児の家庭的保育事業利
用事例でも、保育者に対する保育委託料の上乗せや保育者の加配は財政措置として行われていない（南野　
2013）。もし今後、家庭的保育事業を外国人の子育て家庭への保育支援の制度として発展させていく場合は、
保育委託料や保育者加配など保育者への支援や環境整備も重要な検討課題である。そうした措置が困難な場合
は、例えば多言語への対応が可能な保育者と、外国人の子育て家庭のマッチングや情報提供の役割を自治体が
担うことも一方法ではないだろうか。
　本研究における H氏の保育は、Ｈ氏個人が有する多文化への配慮における価値や技術、そして豊富な経験
の蓄積によって可能だったともいえるため、同じ実践を全自治体で直ちに展開可能であるとはいえない。家庭
的保育事業は現在整備の途上であり、地方単独事業による家庭的保育事業は自治体独自の基準による運用であ
るため、質の差が生じ得ることは依然として課題となっている。ゆえに、展開としてはまず、家庭的保育事業
の実績を持つ自治体がモデル事業として外国人の子育て家庭への家庭的保育事業の提供を行い、効果や課題を
他の自治体や関係者に発信していくとともに、実践の効果検証も継続的に行われることが必要であろう。一言
に外国人の子育て家庭といっても、彼らの出身国分布や人数、就業形態や家族構成は地域により大きく異なる。
その地域に暮らす外国人の子育て家庭の特性に応じ、保育サービスや保育者への研修も柔軟に運用することが
求められる。
Ⅳ．今後の課題
　子育て支援による子どもの発達保障は、子どもが小学校に入学した後の学力や社会生活適応にも影響を与え
る。特に言葉のハンディキャップを抱えやすい外国人の子育て家庭においては、彼らの固有のニーズに対応し
た支援が、親の育児支援や子どもの長期的な発達保障、家族の社会統合において重要である。本研究は、今後
拡充されるとはいえ、まだ全国で運用されている制度ではない家庭的保育事業をその方策として検討しており、
実践事例のインタビューが 1ケースのみであり、集団保育に関する調査と共通の観点や事例により比較検討を
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行っていない点が限界であり課題である。また、日本で生活する外国人子育て家庭を代表した集団として調査
対象を設定していないため、彼らの多様性を十分に反映し得ていない点も課題である。外国人の子育て家庭の
保育研究、そして家庭的保育事業における外国人の子育て家庭に関する統計は存在しないため、今後の可能性
を探索的に考察するに留まっているが、今後も実践事例の収集を重ね、外国人の子育て家庭に対する支援のあ
り方について検討を重ねたい。
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